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令和８年熊本地震の発生を受けた対応について（要請）

経済産業省より、令和8年9月11日付けにて、添付①のとおり、令和８年熊本地震により、熊本県内の商業施設において、大規模な爆発事故が発生したことを踏まえ下記のとおり要請がありました。
つきましては、原因究明までの間も、需要家の方に安心してガス利用を継続していただけるよう、予防的措置として、貴支部会員各位に対し、本件について周知していただきますようよろしくお願いいたします。
なお、第一種保安物件に対し本件に関する対応をされた会員事業者におかれましては、大変お手数おかけし申し訳ございませんが、その状況を報告していただきますようお願いいたします。書式は、添付③に示しておりますが、内容が分かればどのような書式でも構いません。

記

１．ガスが滞留するおそれがある場所におけるガス漏れ警報器等の設置について
不特定多数の者が出入りする第一種保安物件において、地震でガス管が破損したことに加え、建物が損傷することで、ガス管の貫通部や接合部（溶接以外）の近傍にある、ガスが滞留するおそれがある場所に、ガスの滞留が生じる場合においても、不特定多数の者の避難が確実に行われるよう、ガス漏れ警報器等を自主的かつ速やかに設置するようお願いします。
なお、建築物の構造上の制約等により、ガス漏れ警報器等を速やかに設置することが難しい場合には、不特定多数の者の避難が確実に行われる対策その他の事故防止・リスク軽減措置を自主的かつ速やかに実施していただくようお願いします。

	参考までに添付②にあるガス安全室が作成したQA集から一部抜粋して掲載します。
Q1　この要請はガス関連法令に基づく義務ですか。
A. 本要請は、令和８年熊本地震により、熊本県内の商業施設において、大規模な爆発事故が発生したことを踏まえ、第一種保安物件（学校･病院･劇場･百貨店･駅･ホテル等 不特定多数の者が利用する建物）において、ガスの滞留が生じる場合においても、不特定多数の者の避難が確実に行われるよう、各事業者において自主的な取組をお願いするものです。ガス関連法令に基づく義務を伴うものではありません。

Q2　対象となる施設はどのような施設ですか。
A. 本要請は、不特定多数の者が出入りする第一種保安物件（学校･病院･劇場･百貨店･駅･ホテル等 不特定多数の者が利用する建物）を対象としています。ただし、第一種保安物件以外の所有者等からの要請がある場合には、この限りではありません。

Q4　「ガスが滞留するおそれがある場所」とはどのような場所ですか。
A. 「ガスが滞留するおそれがある場所」は、建築物の構造などにより異なりますが、例えば周囲の設備の配置状況、ガス又は液化ガスの性状、通風・換気状況等について考慮したうえで、個別に判断していただくことを想定しています。

Q5　「ガス漏れ警報器等」を設置できない場合はどうしたらよいですか。
A. 建築物の構造上の制約等により、ガス漏れ警報器等を設置することが難しい場合には、ガス事業者におかれましては、建築物の所有者等の関係者と適切なコミュニケーションを図りながら、不特定多数の者の避難が確実に行われる対策、ガス漏れがなく安全が確認されるまでの再入場の禁止その他の事故防止・リスク軽減措置を自主的かつ速やかに実施していただくよう周知をお願いします。

Q6　ガス漏れ警報器等を速やかに設置することが難しい場合に実施すべき「その他の事故防止・リスク軽減措置」にはどのようなものがありますか。
A. 例として、
・ガス漏れ警報器等がないことを前提とした、災害時の避難計画の再点検・見直し
・ガスが滞留するおそれがある場所における自然換気機能の改善
・ガスが滞留するおそれがある場所における強制換気装置の設置
などが考えられます。

Q8　ガス漏れ警報器等の購入費や設置費用、機器交換費用（一般に有効期限は5年程度）の負担はどのように協議・調整すべきですか。
A. 本要請に基づくガス漏れ警報器等の設置はガス関連法令上の義務ではないため、購入費や設置費用、機器交換費用の負担についてガス関連法令上の定めはありません。このため、受益者負担の原則の下、費用負担の方法については、ガス事業者、建築物の所有者等の関係者において協議・調整をお願いします。

Q9　今回の要請を受けて設置したガス漏れ警報器等は、ガス関連法令における、点検・調査の対象に含まれることになりますか。
A. 今回の要請はガス関連法令における、法的な義務ではありません。よって、今回設置したガス漏れ警報器等の維持管理については、関係者間の契約に基づき取り扱われるものと考えています。



２．保安業務の実施体制等の再確認等
組織内の情報伝達や意思決定のプロセスを含め、設備の維持管理及び保安業務が適切に実施される体制となっているかについて点検をお願いします。
加えて、上記の措置に限らず、平素より災害時における緊急対応などについて、建築物の所有者や需要家などの関係者と適切なコミュニケーションを図りながら、自主的な安全性の向上を不断に追求していただくようお願いします。
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